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 （注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

    ２．売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３．第18期第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在

するものの１株当たり四半期純損失であるため、記載しておりません。第18期第３四半期連結会計期間の潜

在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため

記載しておりません。 

第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次 
第17期 

第３四半期連結
累計期間 

第18期 
第３四半期連結

累計期間 

第17期 
第３四半期連結

会計期間 

第18期 
第３四半期連結 

会計期間 
第17期 

会計期間 

自平成21年 
４月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
４月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年 
10月１日 

至平成21年 
12月31日 

自平成22年 
10月１日 

至平成22年 
12月31日 

自平成21年 
４月１日 

至平成22年 
３月31日 

売上高（千円）  3,140,087  3,402,584  1,114,639  1,159,640  4,247,609

経常利益又は経常損失（千円）  250,036  △17,813  94,789  81,179  278,651

四半期（当期）純利益又は 

四半期純損失（△）（千円） 
 137,689  △307,758  77,695  112,676  121,710

純資産額（千円） － －  3,417,029  2,827,756  3,446,269

総資産額（千円） － －  4,601,611  4,298,432  4,872,523

１株当たり純資産額（円） － －  30,574.01  25,028.01  30,673.01

１株当たり四半期（当期）純利益

金額又は１株当たり四半期純損失

金額（△）（円） 

 1,352.71  △2,897.09  731.38  1,060.68  1,183.00

潜在株式調整後１株当たり四半期

（当期）純利益金額（円） 
 1,338.85  －  728.03  －  1,171.15

自己資本比率（％） － －  70.6  61.9  66.9

営業活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 306,668  663,628 － －  283,069

投資活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △915,384  △855,985 － －  △1,201,295

財務活動による 

キャッシュ・フロー（千円） 
 △780,487  14,079 － －  901,501

現金及び現金同等物の四半期末

（期末）残高（千円） 
－ －  1,045,015  591,804  841,556

従業員数（人） － －  433  437  449
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 当第３四半期連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容に重要な変更は

ありません。また、主要な関係会社における異動もありません。  

  

  

 当第３四半期連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

  

(1）連結会社の状況 

    （注）従業員数は就業人員であり、臨時雇用者数は当第３四半期連結会計期間の平均人員を( )外数で記載して

おります。 

(2）提出会社の状況 

  

  

２【事業の内容】

３【関係会社の状況】

４【従業員の状況】

  平成22年12月31日現在

従業員数（人）     437 (14)  

  平成22年12月31日現在

従業員数（人）     17   
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(1）生産実績 

 該当事項はありません。 
  

(2）受注状況 

 当第３四半期連結会計期間の受注実績については、当社は受注生産を行っていないため、該当事項はありませ

ん。 

  

(3）販売実績 

 当第３四半期連結会計期間の販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）セグメント間の取引については相殺消去をしております。  

  

  

   当第３四半期連結会計期間において、新たに発生した事業等のリスクはありません。  

 また、前事業年度の有価証券報告書に記載した事業等のリスクについて重要な変更はありません。 

   

  

  当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等は行われておりません。 

  

  

  文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループが判断したものであります。  

  

 （１）業績の状況 

    当第３四半期連結会計期間における当社グループのおかれるインターネット業界におきましては、各国にお

いてブロードバンドの普及を背景に、個人の生活にインターネットが浸透し、オンラインゲームやＳＮＳなど

のコミュニティの利用者が増加し続けており、利用者の情報発信も増加し続けております。 

        また、オンラインゲーム業界におきましては、日・韓・北米・欧州をはじめとして、南米や東南アジア・中

近東諸国等でのパブリッシングが増加し、順調に市場が拡大しております。一方でオンラインゲームの拡大

は、リアルマネートレードの拡大も呼び込む結果となり、世界規模での組織的なハッキング行為も激増してき

ており、同業界ではハッキング対策が課題となってきている状況にあります。 
  

    当社グループの当第３四半期連結会計期間における業績の概況は以下のとおりであります。 
  

    当第３四半期連結会計期間の売上高は、1,159,640千円（前年同四半期比 4.0％増）となり、円高の影響を

受けたものの米国、欧州及び韓国子会社の売上高が伸長した結果、四半期で過去 高の売上高となりました。

  一方で、販売費及び一般管理費は、開発体制の見直し等による人件費の圧縮を進めましたが、新規オンライ

ンゲームタイトルの開始に伴う販売促進のための広告宣伝費や権利金の償却開始などの増加要因により微増と

なりました。また、グループ会社外のオンラインゲームタイトルの運営数が増加したことに伴い売上原価が増

加したこともあり、営業利益 75,768千円（前年同四半期期比 23.7％減）、経常利益 81,179千円（前年同四

半期比 14.4％減）となったものの、特別利益として契約解除益 54,700千円等を計上した結果、四半期純利益 

第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

セグメントの名称 
当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

前年同四半期比（%） 

日本（千円）       190,992  －

米国（千円）       287,950  －

欧州（千円）       554,618  －

韓国（千円）       126,079  －

合計（千円）       1,159,640  －

２【事業等のリスク】

３【経営上の重要な契約等】

４【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

3



は112,676千円（前年同四半期比 45.0％増）と大幅に増加しました。 

       

    セグメントの業績の概況は次のとおりであります。 
  
      ①日本 

       日本では、当社連結子会社㈱ガーラジャパンにおいて、当期に「Flyff Online」及び「Iris Online」の

商業化を開始いたしました。当第３四半期連結会計期間の前半においてハッキングの影響等を受けた結果、

後半はその対策効果や新規アイテム投入や季節イベント等により売上高は回復基調となりましたが、減収と

なりました。また、当社連結子会社㈱ガーラバズにおけるデータマイニング事業ならびに当社連結子会社㈱

ガーラウェブにおけるコミュニティ・ソリューション事業の減収もあり、当社及び連結子会社による売上高

は、194,118千円（内部取引を含む)となり、コスト削減効果も売上減収分を補えず、営業損失が 82,318千

円（内部取引を含む）となりました。  
  
     ②米国 

       米国では、当社連結子会社Gala-Net Inc. において、前期に商業化を開始した「Allods Online」、当期

に商業化を開始した「Aika Online」が徐々に売上に貢献してきており、売上高は 288,000千円（内部取引

を含む）と伸長し、かつ販売費及び一般管理費の増加を抑制したことから営業利益は 22,736千円（内部取

引を含む）と堅調な増加となりました。 

なお、第２四半期連結会計期間にはゲームポータルサイト「gPotato」の登録会員数が800万人を突破（平成

22年7月3日）しております。 
  

     ③欧州（アイルランド） 

       欧州では、当社連結子会社Gala Networks Europe Ltd. において、当第３四半期連結会計期間においても

ポータルサイト「gPotato.eu」の登録会員数が順調に増加し、平成23年1月23日には600万人を突破いたしま

した。また、グループの「gPotato」ブランド戦略の一環として、ゲームポータルサイトの改善や高機能化

を実施すべく、韓国に海外事務所を設立し当第３四半期連結会計期間から稼動するなど、欧州だけではなく

グループ全体の成長に向けて事業を推進しております。なお、前連結会計年度に商業化を開始した新規タイ

トルのプロモーションに注力した結果、売上高 554,618千円、営業利益が 102,926千円（内部取引を含む）

と順調な伸長となりました。  
  
     ④韓国 

 韓国では、当社連結子会社Gala Lab Corp. において、自社開発タイトル「iL:Soulbringer」を当期に韓

国、台湾において商業化しており、当第３四半期には東南アジアにおいてもライセンス契約を締結するな

ど、今後の売上拡大に向けた準備を実施しております。ゲームポータルサイト「gPotato.kr」による「武林

英雄」、「iL:Soulbringer」の商業化による収入や、既存ゲームの各国からのロイヤリティ収入が堅調に推

移しましたが、パブリッシャーとの契約解除もあり、売上高は 306,161千円（内部取引を含む）と横ばいで

推移しました。一方で、ゲームポータルサイト運営等に関わる費用を削減し、営業利益は 29,665千円（内

部取引を含む）となりました。 

  

 （２）キャッシュ・フローの状況 

 現金及び現金同等物の当第３四半期連結会計期間末残高は、第２四半期連結会計期間末残高に比べて2,758

千円増加し、591,804千円となりました。 
  
     ①営業活動によるキャッシュ・フローの状況 

       営業活動によるキャッシュ・フローは、得られた資金が 309,271千円（前年同四半期は 97,346千円の獲

得）となりました。収入の主な内訳は税金等調整前四半期純利益 161,729千円、減価償却費 107,702千円、

のれん償却額 44,507千円であり、支出の主な内訳は、契約解除益 54,701千円、法人税等の支払額 34,612

千円であります。 
  
     ②投資活動によるキャッシュ・フローの状況 

       投資活動によるキャッシュ・フローは、158,366千円の資金使用（前年同四半期は 420,968千円の使用）

となり、これは主に固定資産の取得によるものであります。 
  
     ③財務活動によるキャッシュ・フローの状況 

       財務活動によるキャッシュ・フローは、112,055千円の資金使用（前年同四半期は 156,862千円の使用）

となりました。これは主に短期借入金の返済によるものであります。 

  

 （３）事業上及び財務上の対処すべき課題 

      当第３四半期連結会計期間において、当社グループが対処すべき課題について重要な変更はありません。 
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 （４）研究開発活動 

    該当事項はありません。 
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(1）主要な設備の状況 

 当第３四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

(2）設備の新設、除却等の計画 

 当第３四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、除却等はありません。 

  

第３【設備の状況】
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①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

 （注）    提出日現在の発行数には、平成23年２月１日からこの四半期報告書提出日までの新株予約権の行使により発

行された株式数は、含まれておりません。 

  

  

第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  392,920

計  392,920

種類 
第３四半期会計期間末現在
発行数（株） 
（平成22年12月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成23年２月10日） 

上場金融商品取引所名又
は登録認可金融商品取引
業協会名 

内容 

普通株式       106,230       106,230
大阪証券取引所 

JASDAQ（スタンダード） 

当社は単元株制

度は使用してお

りません。 

計      106,230       106,230 － － 
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①会社法に基づき発行した新株予約権 

平成19年６月23日開催の定時株主総会特別決議及び平成19年８月15日開催の取締役会決議 

 （注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を

調整する。 

２．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除 

  く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。  

（２）【新株予約権等の状況】

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  80 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  80 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  114,650 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
 自平成21年９月１日 

 至平成23年８月31日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  114,650 

 資本組入額  57,325 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項    － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   (注)３ 

新株予約権の取得条項に関する事項   (注)４ 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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３．組織再編行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

   下記４．新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

４．新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  
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②会社法に基づき発行した新株予約権 

平成19年６月23日開催の定時株主総会特別決議及び平成19年８月15日開催の取締役会決議 

（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。 

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を

調整する。 

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除 

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  164 (注)１,２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  164 (注)１,２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  114,650 (注)３ 

新株予約権の行使期間 
 自平成21年９月１日 

 至平成23年８月31日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

 発行価格  114,650 

 資本組入額  57,325 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   (注)４ 

新株予約権の取得条項に関する事項   (注)５ 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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４．組織再編行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

   下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

５．新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  
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③会社法に基づき発行した新株予約権 

平成20年６月28日開催の定時株主総会特別決議及び平成20年7月30日開催の取締役会決議  

（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。 

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を

調整する。 

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除 

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  1,560 (注)１,２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,560 (注)１,２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  48,000 (注)３ 

新株予約権の行使期間 
 自平成22年８月16日 

 至平成27年６月28日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   48,000 

 資本組入額  24,000 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   (注)４ 

新株予約権の取得条項に関する事項   (注)５ 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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４．組織再編行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

   下記５．新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

５．新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  
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④会社法に基づき発行した新株予約権 

平成20年６月28日開催の定時株主総会特別決議及び平成20年7月30日開催の取締役会決議  

（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。 

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を

調整する。 

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除 

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  1,575 (注)１,２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  1,575 (注)１,２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  48,000 (注)３ 

新株予約権の行使期間 
 自平成22年８月16日 

 至平成27年６月28日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   48,000 

 資本組入額  24,000 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   (注)４ 

新株予約権の取得条項に関する事項   (注)５ 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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４．組織再編行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

   下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

５．新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  
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⑤会社法に基づき発行した新株予約権 

平成20年６月28日開催の定時株主総会特別決議及び平成20年11月13日開催の取締役会決議  

（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。 

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を

調整する。 

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除 

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  385 (注)１,２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  385 (注)１,２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  50,973 (注)３ 

新株予約権の行使期間 
 自平成22年11月21日 

 至平成26年11月20日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

 発行価格   50,973 

 資本組入額  25,487 

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   (注)４ 

新株予約権の取得条項に関する事項   (注)５ 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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４．組織再編行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

  下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

５．新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  
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⑥会社法に基づき発行した新株予約権 

平成21年６月27日開催の定時株主総会特別決議及び平成21年７月15日開催の取締役会決議  

（注）１．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数 × 分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を

調整する。 

２．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除 

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  120 (注)１ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  120 (注)１ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  97,700 (注)２ 

新株予約権の行使期間 
 自平成23年７月31日 

 至平成27年７月30日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

         発行価格  97,700    

         資本組入額  48,850        

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   (注)３ 

新株予約権の取得条項に関する事項   (注)４ 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数 ＋ 新規発行による増加株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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３．組織再編行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

   下記４. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

４．新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  
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⑦会社法に基づき発行した新株予約権 

平成21年６月27日開催の定時株主総会特別決議及び平成21年７月15日開催の取締役会決議  

（注）１．新株予約権の数並びに新株予約権の目的となる株式の数については、特別決議における新株発行数から既に

権利者による権利放棄の申し出があった株式の数を減じた数とする。 

２．新株予約権１個当たりの目的たる株式の数(以下、「付与株式数」という。)は１株とする。 

ただし、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、付与株式数は次の算式により調整するもの

とし、調整の結果１株未満の端数が生じた場合は、これを切り捨てる。 

 調整後株式数 ＝ 調整前株式数×分割・併合の比率 

また、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、付与株式数の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本の減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で付与株式数を

調整する。 

３．当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（新株予約権の行使の場合を除 

く。）は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

上記の算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式数から当社が保有する自己株式数を控除した

数とし、自己株式の処分を行う場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式数」に読み替えるもの

とする。 

また、当社が当社普通株式の分割または併合を行う場合には、行使価額は次の算式により調整されるものと

し、調整により生ずる１円未満の端数は切り上げる。 

さらに、当社が資本の減少、合併または会社分割を行う場合等、行使価額の調整を必要とするやむを得ない

事由が生じたときは、資本減少、合併または会社分割の条件等を勘案の上、合理的な範囲で行使価額を調整

するものとする。  

  
第３四半期会計期間末現在 
（平成22年12月31日） 

新株予約権の数（個）  425 (注)１,２ 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  － 

新株予約権の目的となる株式の種類  普通株式  

新株予約権の目的となる株式の数（株）  425 (注)１,２ 

新株予約権の行使時の払込金額（円）  97,700 (注)３ 

新株予約権の行使期間 
 自平成23年7月31日 

 至平成27年7月30日  

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株式の発行

価格及び資本組入額（円） 

         発行価格    97,700    

             資本組入額   48,850           

新株予約権の行使の条件 
新株予約権者が新株予約権を放棄した場合には、かかる

新株予約権を行使することができないものとする。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するときは、当社取締役会の承認を要

する。 

代用払込みに関する事項   － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項   (注)４ 

新株予約権の取得条項に関する事項   (注)５ 

  
既発行株式数 ＋

新規発行株式数 × １株当たり払込金 

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行による増加株式数  

調整後行使価額 ＝ 調整前行使価額 × 
１ 

分割・併合の比率 
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４．組織再編行為時の取扱い 

当社が、合併（当社が合併により消滅する場合に限る。）、吸収分割、新設分割、株式交換又は株式移転

（以上を総称して以下、「組織再編行為」という。）をする場合において、組織再編行為の効力発生の時点

において残存する新株予約権（以下、「残存新株予約権」という。）の新株予約権者に対し、それぞれの場

合につき、会社法第236条第１項第８号のイからホまでに掲げる株式会社（以下、「再編対象会社」とい

う。）の新株予約権を以下の条件に基づきそれぞれ交付することとする。この場合においては、残存新株予

約権は消滅し、再編対象会社は新株予約権を新たに発行するものとする。ただし、以下の条件に沿って再編

対象会社の新株予約権を交付する旨を、吸収合併契約、新設合併契約、吸収分割契約、新設分割計画、株式

交換契約又は株式移転計画において定めた場合に限るものとする。 

(1) 交付する再編対象会社の新株予約権の数 

   残存新株予約権の新株予約権者が保有する新株予約権の数と同一の数をそれぞれ交付するものとする。

(2) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の種類 

   再編対象会社の普通株式とする。 

(3) 新株予約権の目的である再編対象会社の株式の数 

   組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(4) 新株予約権の行使に際して出資される財産の価額 

交付される各新株予約権の行使に際して出資される財産の価額は、行使価額を組織再編の条件等を勘案

の上、調整して得られる再編後払込金額に上記(3)に従って決定される当該新株予約権の目的である再

編対象会社の株式の数を乗じて得られる金額とする。 

(5) 新株予約権を行使することができる期間 

新株予約権を行使することができる期間の開始日と組織再編行為の効力発生日のうちいずれか遅い日か

ら、新株予約権を行使することができる期間の満了日までとする。 

(6) 新株予約権の行使により株式を発行する場合における増加する資本金及び資本準備金に関する事項 

  組織再編行為の条件等を勘案の上、決定する。 

(7) 譲渡による新株予約権の取得の制限 

譲渡による新株予約権の取得については、再編対象会社の取締役会の決議による承認を要するものとす

る。 

(8) 新株予約権の取得条項 

   下記５. 新株予約権の取得条項に準じて決定する。 

５．新株予約権の取得条項 

以下の(1)、(2)及び(3)の議案につき当社株主総会で承認された場合（株主総会決議が不要の場合は、当社

の取締役会決議がなされた場合）は、取締役会が別途定める日に、当社は無償で新株予約権を取得すること

ができる。 

(1) 当社が消滅会社となる合併契約承認の議案 

(2) 当社が分割会社となる分割契約若しくは分割計画承認の議案 

(3) 当社が完全子会社となる株式交換契約若しくは株式移転計画承認の議案  
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  該当事項はありません。   

  

 該当事項はありません。 

  

   

  大量保有報告書の写しの送付等がなく、当第３四半期連結会計期間において、大株主の異動は把握しており

ません。 

  

①【発行済株式】 

  

  

②【自己株式等】 

 当第３四半期会計期間末において、自己株式は保有しておりません。 

  

【当該四半期累計期間における月別 高・ 低株価】 

 （注） 高・ 低株価は、平成22年10月12日より大阪証券取引所JASDAQ（スタンダード）におけるものであり、それ以

前は大阪証券取引所ヘラクレスにおけるものであります。 

  

  

 前事業年度の有価証券報告書提出日後、当四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。  

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

（４）【ライツプランの内容】

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
（株） 

発行済株式 
総数残高
（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高 
（千円） 

資本準備金 
増減額 

（千円） 

資本準備金 
残高 

（千円） 

 平成22年10月１日～ 

 平成22年12月31日 
―  106,230 ―  2,171,582 ―  311,151

（６）【大株主の状況】

（７）【議決権の状況】

  平成22年12月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － －  － 

議決権制限株式（自己株式等） － －  － 

議決権制限株式（その他） － －  － 

完全議決権株式（自己株式等） － －  － 

完全議決権株式（その他）  普通株式    106,230  106,230

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

単元未満株式 － －  － 

発行済株式総数  106,230 －   － 

総株主の議決権 －  106,230   － 

２【株価の推移】

月別 
平成22年 
 ４月 

  
５月 

  
６月 

  
７月 

  
８月 

  
９月 

  
10月 

  
11月 

  
12月 

高（円）  73,500  69,400  50,800  42,100  37,950  37,100  32,950  29,500  37,950

低（円）  50,100  41,050  38,000  32,500  32,950  31,000  22,730  19,800  26,810

３【役員の状況】
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１．四半期連結財務諸表の作成方法について 

 当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府

令第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 なお、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間

（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）は、改正前の四半期連結財務諸表規則に基づき、当第３四半期連結

会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期連結累計期間（平成22年４月１日から平

成22年12月31日まで）は、改正後の四半期連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第３四半期連結会計期間（平成21年10月１日から

平成21年12月31日まで）及び前第３四半期連結累計期間（平成21年４月１日から平成21年12月31日まで）に係る四半

期連結財務諸表並びに当第３四半期連結会計期間（平成22年10月１日から平成22年12月31日まで）及び当第３四半期

連結累計期間（平成22年４月１日から平成22年12月31日まで）に係る四半期連結財務諸表について有限責任監査法人

トーマツによる四半期レビューを受けております。 

  

第５【経理の状況】
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１【四半期連結財務諸表】 
（１）【四半期連結貸借対照表】 

（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 591,804 841,553

受取手形及び売掛金 190,129 231,583

預け金 18,723 18,590

その他 373,955 493,648

貸倒引当金 △846 △1,779

流動資産合計 1,173,766 1,583,596

固定資産   

有形固定資産 ※1  316,133 ※1  277,357

無形固定資産   

ソフトウエア 1,052,874 1,241,520

のれん 1,030,979 993,424

その他 389,191 462,184

無形固定資産合計 2,473,045 2,697,129

投資その他の資産   

破産更生債権等 155,000 155,000

その他 335,486 314,440

貸倒引当金 △155,000 △155,000

投資その他の資産合計 335,486 314,440

固定資産合計 3,124,665 3,288,927

資産合計 4,298,432 4,872,523

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 73,259 137,384

短期借入金 298,641 213,200

1年内返済予定の長期借入金 100,008 100,008

前受金 229,007 183,689

未払法人税等 37,156 32,097

決済キャンセル引当金 2,328 2,639

賞与引当金 13,925 34,665

その他 509,192 403,291

流動負債合計 1,263,519 1,106,976

固定負債   

長期借入金 49,980 116,652

退職給付引当金 51,261 84,121

その他 105,914 118,504

固定負債合計 207,155 319,278

負債合計 1,470,675 1,426,254
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（単位：千円）

当第３四半期連結会計期間末
(平成22年12月31日) 

前連結会計年度末に係る 
要約連結貸借対照表 
(平成22年３月31日) 

純資産の部   

株主資本   

資本金 2,171,582 2,171,582

資本剰余金 700,041 700,041

利益剰余金 377,707 685,465

株主資本合計 3,249,331 3,557,089

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 △10,504 3,995

為替換算調整勘定 △580,101 △302,691

評価・換算差額等合計 △590,605 △298,695

新株予約権 169,031 171,845

少数株主持分 － 16,030

純資産合計 2,827,756 3,446,269

負債純資産合計 4,298,432 4,872,523
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（２）【四半期連結損益計算書】 
【第３四半期連結累計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 3,140,087 3,402,584

売上原価 482,580 741,182

売上総利益 2,657,506 2,661,401

販売費及び一般管理費 ※1  2,361,421 ※1  2,665,235

営業利益又は営業損失（△） 296,084 △3,833

営業外収益   

受取利息 8,044 3,894

その他 815 6,232

営業外収益合計 8,860 10,126

営業外費用   

支払利息 15,899 11,761

為替差損 36,099 11,967

その他 2,908 378

営業外費用合計 54,908 24,106

経常利益又は経常損失（△） 250,036 △17,813

特別利益   

固定資産売却益 56 187

新株予約権戻入益 － 36,993

契約解除益 9,479 57,300

事業税還付金 － 12,671

その他 － 563

特別利益合計 9,535 107,716

特別損失   

固定資産売却損 － 1,724

固定資産除却損 418 6,698

契約解除損失 12,907 －

減損損失 － 207,879

過年度外国付加価値税 － 123,863

その他 － 1,983

特別損失合計 13,325 342,148

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

246,246 △252,245

法人税、住民税及び事業税 107,186 107,441

法人税等調整額 △5,050 △51,928

法人税等合計 102,135 55,513

少数株主損益調整前四半期純損失（△） － △307,758

少数株主利益 6,421 －

四半期純利益又は四半期純損失（△） 137,689 △307,758
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【第３四半期連結会計期間】 

（単位：千円）

前第３四半期連結会計期間 
(自 平成21年10月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結会計期間 
(自 平成22年10月１日 
 至 平成22年12月31日) 

売上高 1,114,639 1,159,640

売上原価 180,711 245,450

売上総利益 933,928 914,189

販売費及び一般管理費 ※1  834,613 ※1  838,420

営業利益 99,315 75,768

営業外収益   

受取利息 3,042 1,592

その他 159 5,351

営業外収益合計 3,202 6,943

営業外費用   

支払利息 5,339 3,679

為替差損 1,419 △2,191

その他 968 44

営業外費用合計 7,727 1,533

経常利益 94,789 81,179

特別利益   

固定資産売却益 56 0

契約解除益 23 54,700

新株予約権戻入益 － 3,657

役員退職慰労引当金戻入額 33,883 －

事業税還付金 － 12,671

その他 － 18

特別利益合計 33,963 71,047

特別損失   

固定資産売却損 － △23

固定資産除却損 68 386

減損損失 － △2,809

契約解除損失 318 －

過年度外国付加価値税 － △7,056

特別損失合計 387 △9,502

税金等調整前四半期純利益 128,365 161,729

法人税、住民税及び事業税 46,301 48,350

法人税等調整額 3,240 701

法人税等合計 49,541 49,052

少数株主損益調整前四半期純利益 － 112,676

少数株主利益 1,129 －

四半期純利益 77,695 112,676
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】 

（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半
期純損失（△）

246,246 △252,245

減価償却費 211,971 316,759

減損損失 － 207,879

のれん償却額 116,149 133,520

株式報酬費用 54,211 40,169

賞与引当金の増減額（△は減少） 36,440 △17,840

貸倒引当金の増減額（△は減少） 773 △813

退職給付引当金の増減額（△は減少） 21,723 △22,487

役員退職慰労引当金の増減額（△は減少） △60,349 －

過年度外国付加価値税 － 123,863

受取利息及び受取配当金 △8,044 △3,894

支払利息 15,899 11,761

有形固定資産売却損益（△は益） △56 1,537

有形固定資産除却損 217 4,958

無形固定資産除却損 200 1,739

契約解除益 △9,479 △57,300

契約解除損失 12,907 －

新株予約権戻入益 － △36,993

売上債権の増減額（△は増加） 21,055 11,221

仕入債務の増減額（△は減少） △8,198 △1,657

前受金の増減額（△は減少） 41,455 69,467

その他 △157,575 230,956

小計 535,549 760,600

利息及び配当金の受取額 7,906 2,654

利息の支払額 △16,793 △9,239

契約解除に伴う支出額 △12,587 －

法人税等の還付額 5,524 11,177

法人税等の支払額 △212,931 △101,563

営業活動によるキャッシュ・フロー 306,668 663,628
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（単位：千円）

前第３四半期連結累計期間 
(自 平成21年４月１日 
 至 平成21年12月31日) 

当第３四半期連結累計期間 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成22年12月31日) 

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △152,136 △191,846

有形固定資産の売却による収入 257 1,495

無形固定資産の取得による支出 △595,329 △422,412

関係会社株式の取得による支出 － △187,104

投資有価証券の取得による支出 △122,245 －

営業譲受による支出 － △47,428

差入保証金の差入による支出 △37,818 △2,227

差入保証金の回収による収入 504 60,658

長期前払費用の取得による支出 △337 △496

貸付けによる支出 △8,603 △66,600

貸付金の回収による収入 1,247 －

その他 △922 △24

投資活動によるキャッシュ・フロー △915,384 △855,985

財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の純増減額（△は減少） △78,248 87,516

長期借入れによる収入 300,000 －

長期借入金の返済による支出 △50,004 △66,672

リース債務の返済による支出 △4,862 △6,765

株式の発行による収入 618,822 －

新株予約権の買戻しによる支出 △5,220 －

財務活動によるキャッシュ・フロー 780,487 14,079

現金及び現金同等物に係る換算差額 22,146 △71,474

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 193,916 △249,751

現金及び現金同等物の期首残高 851,098 841,556

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1  1,045,015 ※1  591,804
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

  
当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１．連結の範囲に関する事項の変更  

  

  

  

  

  

  

  

  

   

(1)連結の範囲の変更  

 第１四半期連結会計期間において、nFlavor Corp.は

連結子会社Aeonsoft Inc.を存続会社として吸収合併い

たしました。その結果、nFlavor Corp.は消滅し、連結

の範囲から除外しております。 

なお、Aeonsoft Inc.は第２四半期連結会計期間にGala 

Lab Corp.に商号変更しております。  

また、第１四半期連結会計期間に設立いたしました

Gala-Net Brazil Ltd.は連結財務諸表に重要な影響を

及ぼさないため連結の範囲から除外しております。 

(2)変更後の連結子会社数 

  ６社   

２．会計処理基準に関する事項の変更 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

(1)資産除去債務に関する会計基準の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「資産除去債務に関

する会計基準」（企業会計基準第18号 平成20年３月

31日）及び「資産除去債務に関する会計基準の適用指

針」（企業会計基準適用指針第21号 平成20年３月31

日）を適用しております。 

 これにより、当第３四半期連結累計期間の営業損

失、経常損失がそれぞれ427千円増加し、税金等調整前

四半期純損失が2,411千円増加しております。 

(2)「企業結合に関する会計基準」等の適用 

 第１四半期連結会計期間より、「企業結合に関する

会計基準」（企業会計基準第21号 平成20年12月26

日）、「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計

基準第22号 平成20年12月26日）、「『研究開発費等

に係る会計基準』の一部改正」（企業会計基準第23号

平成20年12月26日）、「事業分離等に関する会計基

準」（企業会計基準第７号 平成20年12月26日）、

「持分法に関する会計基準」（企業会計基準第16号 

平成20年12月26日）、「企業結合会計基準及び事業分

離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用

指針第10号 平成20年12月26日）を適用しておりま

す。  

【表示方法の変更】

当第３四半期連結累計期間 

（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日）  

 （四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結累計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純損失」の科目を表示しております。 

当第３四半期連結会計期間 

（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）  

 （四半期連結損益計算書関係） 

 「連結財務諸表に関する会計基準」（企業会計基準第22号 平成20年12月26日）に基づく財務諸表等規則等の一部を

改正する内閣府令（平成21年３月24日 内閣府令第５号）の適用により、当第３四半期連結会計期間では、「少数株主

損益調整前四半期純利益」の科目を表示しております。 
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額   千円338,342 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 千円307,167

（四半期連結損益計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当  670,639千円

賞与引当金繰入額 56,423 〃 

退職給付引当金繰入額 16,209 〃 

役員退職慰労引当金繰入額 17,030 〃 

貸倒引当金繰入額 1,560 〃 

減価償却費 40,632 〃 

ソフトウェア償却費  102,043 〃 

権利金償却  9,781 〃 

のれん償却費 116,149 〃 

給料手当  835,438千円

賞与引当金繰入額 33,170 〃 

退職給付引当金繰入額 18,163 〃 

減価償却費 57,886 〃 

ソフトウェア償却費  104,287 〃 

権利金償却  68,903 〃 

のれん償却費 133,520 〃 

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

※1 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

給料手当  254,761千円

賞与引当金繰入額 20,104 〃 

退職給付引当金繰入額 3,858 〃 

貸倒引当金繰入額  951 〃 

減価償却費  14,817 〃 

ソフトウェア償却費  39,047 〃 

権利金償却 215 〃 

のれん償却額 38,716 〃 

給料手当  276,040千円

賞与引当金繰入額 12,091 〃 

退職給付引当金繰入額 3,783 〃 

減価償却費  22,492 〃 

ソフトウェア償却費  31,636 〃 

権利金償却 24,290 〃 

のれん償却額 44,506 〃 

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸

借対照表に記載されている科目の金額との関係 

 現金及び預金勘定 千円 1,045,015

 現金及び現金同等物 千円 1,045,015

 現金及び預金勘定 千円 591,804

 現金及び現金同等物 千円 591,804
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当第３四半期連結会計期間末（平成22年12月31日）及び当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至

平成22年12月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数 

 普通株式          106,230株  

  

２．自己株式の種類及び株式数  

  該当事項はありません。 

  

３．新株予約権等に関する事項 
  

(1)ストックオプションとしての新株予約権 

       新株予約権の四半期連結会計期間末残高   169,031千円 

                           （親会社 124,098千円 連結子会社 44,933千円） 

  

４．配当に関する事項 

 該当事項はありません。  

（株主資本等関係）
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日）及び 

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 提出会社及び連結子会社は、インターネット関連事業を事業内容としており、販売形態から見て単一セグメ

ントのため、記載しておりません。 

  

     前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

     前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注） 国又は地域の区分については、連結会社の所在する国又は地域によっております。  

  

（セグメント情報等）

【事業の種類別セグメント情報】

【所在地別セグメント情報】

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
欧州 

（千円） 
韓国 

（千円） 
計 

（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

    売上高 
 164,375  259,518  589,433  101,312  1,114,639  ―  1,114,639

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 15,278  53  ―  220,984  236,316  △236,316  ―

計  179,653  259,572  589,433  322,297  1,350,956  △236,316  1,114,639

営業利益又は 

営業損失(△） 
 △84,820  11,913  80,356  90,266  97,715  1,599  99,315

  
日本 

（千円） 
米国 

（千円） 
欧州 

（千円） 
韓国 

（千円） 
計 

（千円） 

消去又は 
全社 

（千円） 

連結 
（千円） 

売上高               

(1）外部顧客に対する 

    売上高 
 500,594  733,343  1,604,642  301,506  3,140,087  ―  3,140,087

(2）セグメント間の内部

売上高又は振替高 
 35,018  168  ―  628,134  663,321  △663,321  ―

計  535,612  733,512  1,604,642  929,640  3,803,408  △663,321  3,140,087

営業利益又は 

営業損失(△） 
 △270,532  △43,366  313,695  297,373  297,169  △1,084  296,084
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前第３四半期連結会計期間（自 平成21年10月１日 至 平成21年12月31日） 

  

前第３四半期連結累計期間（自 平成21年４月１日 至 平成21年12月31日） 

 （注）１．国又は地域は、地理的近接度によっております。 

    ２．本邦以外の区分に属する主な国又は地域 

(1)米国・・・・・・・アメリカ合衆国 

(2)欧州・・・・・・・アイルランド 

    (3)アジア他・・・・・韓国・中国・台湾・香港・フィリピン・タイ・チリ 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

４．オンラインゲーム事業に関する売上高は、パブリッシャーの所在する国又は地域別に集計しております。 

  

【海外売上高】

  米国 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  259,518  633,968  56,777  950,264

Ⅱ 連結売上高（千円）  ―  ―  ―  1,114,639

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  23.3  56.9  5.1  85.3

  米国 欧州 アジア他 計 

Ⅰ 海外売上高（千円）  733,343  1,649,177  256,971  2,639,492

Ⅱ 連結売上高（千円）  ―  ―  ―  3,140,087

Ⅲ 連結売上高に占める海外売上高の割合（％）  23.4  52.5  8.2  84.1
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１．報告セグメントの概要  

 当社グループの報告セグメントは、当社グループの構成単位のうち、分離された財務情報が入手可能であ

り、 高経営責任者（グループＣＥＯ）が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検

討を行う対象となっているものであります。 

 当社グループはインターネット関連事業を事業内容としており、国内、米国、欧州、韓国の各地域を現地

法人が、それぞれ担当しております。現地法人はそれぞれ独立した経営単位であり、取り扱うサービスにつ

いて各地域の包括的な戦略を立案し、事業活動を展開しております。 

従って、当社グループは、サービス体制を基礎とした地域別のセグメントから構成されており、「日本」、

「米国」、「欧州」及び「韓国」の４つを報告セグメントとしております。各報告セグメントの主な事業は

以下のとおりであります。 

日本：オンラインゲームのパブリッシング事業、データマイニング事業、コミュニティ・ソリューショ

ン事業 

米国：オンラインゲームのパブリッシング事業 

欧州：オンラインゲームのパブリッシング事業 

韓国：オンラインゲームのパブリッシング事業及びオンラインゲームの開発並びにライセンシング事業

  

２．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日）  

                                         （単位：千円）

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）  

                                         （単位：千円）

  

【セグメント情報】

   
報告セグメント   

合計 
日本 米国 欧州 韓国 計 

売上高   

(1）外部顧客への 

    売上高 
 665,845  817,255  1,539,454  380,028  3,402,584  3,402,584

(2）セグメント間の 

    内部売上高又は 

    振替高 

 74,527  156  －  520,009  594,692  594,692

計  740,372  817,411  1,539,454  900,037  3,997,276  3,997,276

セグメント利益又は 

セグメント損失(△) 
 △170,632  △9,791  213,965  22,185  55,727  55,727

   
報告セグメント   

合計 
日本 米国 欧州 韓国 計 

売上高   

(1）外部顧客への 

    売上高 
 190,992  287,950  554,618  126,079  1,159,640  1,159,640

(2）セグメント間の 

    内部売上高又は 

    振替高 

 3,126  49  －  180,082  183,259  183,259

計  194,118  288,000  554,618  306,161  1,342,899  1,342,899

セグメント利益又は 

セグメント損失(△) 
 △82,318  22,736  102,926  29,665  73,010  73,010
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３．報告セグメントの利益又は損失の金額の合計額と四半期連結損益計算書計上額との差額及び当該差額の主

な内容（差異調整に関する事項）  

当第３四半期連結累計期間（自 平成22年４月１日 至 平成22年12月31日）  

                             （単位：千円） 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日）  

                             （単位：千円） 

    

４．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

 該当事項はありません。  

  

（追加情報）  

 第１四半期連結会計期間より、「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準17号 平成21

年３月27日）及び「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第20号 

平成20年３月21日）を適用しております。 

   

  

利益   金額 

 報告セグメント計 

 セグメント間取引消去 

 

  

55,727

△59,560

 四半期連結損益計算書の営業損失  △3,833

利益   金額 

 報告セグメント計 

 セグメント間取引消去  

 

  

73,010

2,758

 四半期連結損益計算書の営業利益  75,768
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 有価証券の当四半期連結貸借対照表計上額その他の金額は、前連結会計年度の末日と比較して著しい変動があり

ません。 

  

 該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結会計期間（自 平成22年10月１日 至 平成22年12月31日） 

１．ストック・オプションに係る当第３四半期連結会計期間における費用計上額及び科目名 

   売上原価                          53千円 

   販売費及び一般管理費         8,542千円 

   特別利益の新株予約権戻入益    3,657千円 

  

       該当事項はありません。 

  

１．１株当たり純資産額 

２．１株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額等 

 （注） １株当たり四半期純利益金額又は１株当たり四半期純損失金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金

額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。  

  

（有価証券関係）

（デリバティブ取引関係）

（ストック・オプション等関係）

（企業結合等関係）

（１株当たり情報）

当第３四半期連結会計期間末 
（平成22年12月31日） 

前連結会計年度末 
（平成22年３月31日） 

１株当たり純資産額 25,028.01円 １株当たり純資産額 30,673.01円

前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 1,352.71円

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 
1,338.85円

１株当たり四半期純損失金額 △2,897.09円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、潜在株式は存在するものの１株当たり四半期純損

失であるため記載しておりません。 

  
前第３四半期連結累計期間 
（自 平成21年４月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結累計期間 
（自 平成22年４月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額又は 

１株当たり四半期純損失金額 
    

四半期純利益又は四半期純損失（△）（千円）  137,689  △307,758

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益又は 

四半期純損失（△）（千円） 
 137,689  △307,758

期中平均株式数（株）  101,787  106,230

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  ―  ―

普通株式増加数（株）  1,054  ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

           ―            ― 
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 （注） １株当たり四半期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとお

りであります。  

  

       該当事項はありません。 

  

 該当事項はありません。 

  

前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額 731.38円

潜在株式調整後１株当たり 

四半期純利益金額 
728.03円

１株当たり四半期純利益金額 1,060.68円

 なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につ

いては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。  

  
前第３四半期連結会計期間 
（自 平成21年10月１日 
至 平成21年12月31日） 

当第３四半期連結会計期間 
（自 平成22年10月１日 
至 平成22年12月31日） 

１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益（千円）  77,695  112,676

普通株主に帰属しない金額（千円）  ―  ―

普通株式に係る四半期純利益（千円）  77,695  112,676

期中平均株式数（株）  106,230  106,230

      

潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額     

四半期純利益調整額（千円）  ―  ―

普通株式増加数（株）                       490                       ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり四半期純利益金額の算定に含めなかった潜在株

式で、前連結会計年度末から重要な変動があったも

のの概要 

           ―            ― 

（重要な後発事象）

２【その他】
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 該当事項はありません。 

  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】
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  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成22年２月４日

株式会社ガーラ 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 望 月 明 美  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 沼 田 敦 士  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ガー

ラの平成２１年４月１日から平成２２年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２１年１０月１

日から平成２１年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２１年４月１日から平成２１年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ガーラ及び連結子会社の平成２１年１２月３１日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  (注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 



  

  独立監査人の四半期レビュー報告書   

平成23年２月８日

株式会社ガーラ 

取締役会 御中 

有限責任監査法人トーマツ 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 望 月 明 美  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員 

  公認会計士 沼 田 敦 士  印 

 当監査法人は、金融商品取引法第１９３条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社ガー

ラの平成２２年４月１日から平成２３年３月３１日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期間（平成２２年１０月１

日から平成２２年１２月３１日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成２２年４月１日から平成２２年１２月３１日ま

で）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行っ

た。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析

的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠

して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。 

 当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認め

られる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、株式会社ガーラ及び連結子会社の平成２２年１２月３１日現在の財政

状態、同日をもって終了する第３四半期連結会計期間及び第３四半期連結累計期間の経営成績並びに第３四半期連結累計

期間のキャッシュ・フローの状況を適正に表示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかっ

た。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  (注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半

期報告書提出会社）が別途保管しております。 

     ２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 当社代表取締役グループＣＥＯ菊川曉及び当社グループＣＦＯ櫻井祐一は、当社の第18期第３四半期（自平成22年

10月１日至平成22年12月31日）の四半期報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認しました。 

  

 特記すべき事項はありません。 

  

１【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２【特記事項】




